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１．はじめに 

 

 臨海部は物流機能のみならず産業機能が高度に集積しており、我が国の経

済・産業や人々の生活を支える重要な地域である。しかし、これらの機能は海

岸保全施設の海側にある土地である堤外地にも多くが集積しているため、高潮

等による浸水被害を受けやすく、浸水により機能が麻痺することが想定され

る。その場合、海上物流網が機能停止するとともに、工場施設等が被災するこ

とにより電力、燃料、原材料、工業部品等の供給が滞るなど、国内外の物流・

産業活動や国民生活に甚大な影響が生じるおそれがある。 

 

平成 25年 12月、「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災

等に資する国土強靱化基本法」が制定され、「大規模自然災害発生後であって

も、経済活動（サプライチェーンを含む）を機能不全に陥らせない」等の「起

きてはならない最悪の事態」にそなえ、府省庁横断的に取り組みを進めてい

る。また、国土交通省では、近年、雨の降り方が局地化、集中化、激甚化して

いること等の状況を踏まえ、平成 27年１月に「新たなステージに対応した防

災･減災のあり方」をとりまとめたところである。この中で、従来から取り組

んでいた「命を守る」取り組みに加え、「社会経済の壊滅的な被害を回避す

る」取り組みを２つの柱としているところであり、後者については具体的に

は、「事業所等における浸水被害の事例について情報提供」、「水災害等も対象

とした BCPの作成」、「企業、行政等が連携した地域レベルでの事業継続マネジ

メントの手法」、｢コンテナ流出防止等のインフラ被害を最小化する予防策｣等

について検討を進めることとしている。 

 

これらの状況を踏まえ、本検討会では、平成 27年９月から３回にわたって

検討会を開催し、大規模高潮災害に対する堤外地の物流・産業機能の被害を軽

減するため、臨海部堤外地における防災のあり方と進むべき方向性についてと

りまとめた。 
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２．臨海部の重要性と災害リスク 

 

 四方を海に囲まれた我が国は、我が国経済の根幹である製造業や国民の日々

の生活に必要な物資のほぼ全量（重量ベースで 99.7％）を海上輸送に依存して

いる。特に三大湾（東京湾・伊勢湾・大阪湾）にはその機能が大きく集中して

おり、例えば、海上貿易量は約 70％を、海上コンテナ貨物量は約 74％を、LNG

輸入量は約 75％を、三大湾で担っている。また、臨海部は、原材料の輸入及び

製品の輸出が容易なこと等を理由に、高度経済成長期に三大湾を中心に埋め立

てなどにより多くの工業団地の開発が行われ、石油精製、石油化学、鉄鋼等の

基礎素材型産業を始めとした様々な産業が立地してきた。このように、臨海部

は、小資源国の我が国において、物流・産業の基盤として国土の発展を支えて

きたのである。 

 

さて、東日本大震災や関東・東北豪雨は記憶に新しいが、我が国は台風の襲

来、大規模地震の発生等により、過去幾度となく甚大な災害を経験している。

国連大学が取りまとめた World Risk Report2014によれば、「自然災害への暴

露の順位」において、我が国は、バヌアツ、トンガ、フィリピンに次いで第４

位となるなど、世界的にみても、台風、地震等の災害にさらされる危険性の高

い国である。このような中、物流・産業の観点から我が国にとって大きな役割

を有している臨海部は、海に面しているが故に、高潮・高波、津波等による災

害リスクが特に高いという特性を有している。 

 

臨海部については海岸保全施設の外側、すなわち浸水からの防護よりも利用

を優先する、いわゆる「堤外地」が少なくない。事実、三大湾の港湾地域のう

ち約 83％が堤外地となっている。堤内地と堤外地のハード面の対策について比

較すると、堤内地については行政が主体的に海岸法に基づく海岸保全施設を整

備し、背後エリアの人命・財産を防護しているものの、堤外地については海岸

保全施設により防護されておらず、立地する民間企業等が自らの責任で護岸の

整備・かさ上げ等の措置を講じているに留まっている。さらにソフト面での対

策についても、堤内地では水防法に基づく取り組み、避難訓練・防災訓練や関

係者によるタイムラインの策定などの対策が進みつつあるが、堤外地について

は、一般的には避難訓練・防災訓練等の取り組みなど、限定的なものに留まっ

ている。当然、堤外地の浸水リスクは相対的に高くなっている。 
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例えば、1999年には台風 18号の襲来に伴う高潮の発生に伴い、下関港で護

岸が崩壊した。その結果、電力会社では発電機２機が停止、製鉄所では波浪に

より水際部のパイプラインや LNG受入施設等が被災した。また、2009年には台

風 18号の襲来に伴う高潮の発生に伴い、三河港で空コンテナ 136個が横転・

散乱する被害が発生した。 

また、東日本大震災では、直接的な人的被害のほか、東京湾のコンビナート

における火災や危険物の流出、東北地方太平洋側の製油所及び油槽所の被災に

よる石油供給能力の激減、東北・北関東における配合飼料工場の被災による著

しい飼料供給不足、自動車等の基幹部品の供給の停滞による世界各地の自動車

生産への影響、原木やコンテナの流出による航路埋没等の被害が発生した。 

このように、堤外地における浸水被害は過去に何度も発生し、そのたびに物

流・産業に大きな影響を与えてきたのである。 

 

世界に目を向ければ、死者 132名、大規模停電、地下鉄等のトンネル 16本

の浸水など甚大な被害をもたらしたニューヨークを襲ったハリケーン・サンデ

ィ（2012年）や、上陸時の中心気圧 895hPa、最大風速 65m/sを記録し、死

者・行方不明者が約 8,000人にも上るフィリピンを襲った台風 HAIYAN（2013

年）など、近年、世界的に大規模高潮災害が発生している。加えて、IPCC第 5

次評価報告書によれば、今後、地球温暖化に伴う気候変動により「気温・海水

温の上昇」、「海面水位の上昇」が予測されており、臨海部には「強い台風の増

加等」及び「海面水位の上昇」等の影響要因が懸念されるところである。 

 

臨海部堤外地の災害リスクは高潮のみに限らず、南海トラフ巨大地震や首都

直下地震を始めとする切迫する巨大地震に伴う津波についても、堤外地はその

特性上被災しやすい状況にある。この際、東日本大震災による巨大津波はもち

ろんとして、津波高が１～２ｍ程度でも堤外地には甚大な被害を与える危険性

を排除できないことを念頭におく必要がある。 

 

 

３．臨海部堤外地の被災に伴う影響 

 

 臨海部堤外地が被災した場合、様々な影響が考えられる。まず、物流機能の

観点から言えば、港湾機能が停止することに伴い、短期的には在庫不足の発生

に伴う市場・産業の混乱、中期的には代替港の利用による物流コストの上昇が
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懸念される。特に大量の貨物を取り扱う三大湾においては、近隣港でその機能

が代替できず、例えば京浜港が被災した際に、阪神港や伊勢湾等までの長距離

の陸送や、これら受入れ港にあっても港湾機能のキャパシティの制約による影

響が生じる恐れがある。 

 

 産業機能の観点からも、甚大な被害が懸念される。例えば製鉄所は約 86％、

製油所は約 74％、石油化学や LNG基地に至っては 90％以上の事業所が臨海部

堤外地に立地するなど、我が国を支える石油精製、石油化学、鉄鋼等の基礎素

材型産業が集積しているため、産業の分業化・サプライチェーンの重要性の高

まりもあり、ひとたびこれら産業が停止すれば幅広い産業にその影響が波及す

ることが懸念される。事実、東日本大震災では石油化学コンビナートが被災し

たことにより、ポリプロピレンや過酸化水素水の生産が一時的に停止したこと

に伴い、シリコンウェハーが生産停止し、結果として半導体の生産量が減少

し、産業機械や家電製品等にまで生産縮小等の影響が生じた。また、具体的な

事例としては、納豆の上にかぶせる透明のフィルムが生産できず、納豆の生産

量が落ちたようなものもある。もちろん、石油化学製品に限らず、石油や電力

は人々の生活、産業の継続、復旧・復興に不可欠であるとともに、鉄鋼は我が

国経済を支える自動車産業等の基礎素材として不可欠な製品であり、これら産

業が被災した場合、幅広い影響が生じることが懸念される。 

 

しかも、これら素材産業についてはその立地が特定の地域に集中している。

例えば、原油については上位５港（千葉港・鹿児島港・四日市港・堺泉北港・

川崎港）で 50％以上を、鉄鉱石については上位７港（福山港・木更津港・水島

港・大分港・東播磨港・名古屋港・鹿島港）で 60％以上を輸入しており、ガソ

リン・エチレン等の石油化学製品や鉄鋼等の素材がこれら港湾周辺において製

造されている。当該地域のシェアが大きく、かつ、生産能力を代替できる工場

があるわけでもないため、自然災害により特定の地域のみが被災したとしても

その影響は全国に波及しかねない。 

 

また、近年、グローバル化の進展に伴い、産業分野において競争が激化して

いる。例えば、石油化学産業においては、各種産業の製造拠点の海外移転や国

内の需要低迷等を背景に、これまでも海外展開や企業間連携による再編・集約

を進めてきたが、米国のシェールガス革命、中国の石炭化学プラントの新設、

中東の石油化学産業への設備投資の増加など更に大きな変化が起きつつある。 

このような石油化学業界を始めとして、企業合理化促進法により素材産業等

の再編・統合が進んでおり、今後、生産拠点の更なる集約化が進むことも想定
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され、この場合、より一層、基礎素材等の産業が集積する臨海部堤外地が被災

することによる経済・産業への影響が大きくなるとも考えられる。 

 

 

４．これまでの防災対策と課題 

 

臨海部堤外地の防災能力の向上に係るソフト面での対策については、相対的

に見て十分とは言いがたい。堤内地においては、例えば平成 27年度に水防法

が改正され、高潮等の浸水想定区域の公表や、海岸の水位により浸水被害の危

険を周知する制度が創設されたものの、堤外地を対象としたソフト施策として

は、例えば愛知県の三河港及び衣浦港において、地震のみならず高潮も想定し

て港湾 BCPを策定するなどの例がある。しかし、策定済みの港湾 BCPを見て

も、高潮を想定しているのはこの２事例に留まるのみである。 

民間企業においても、BCPの策定やコンテナ・自動車等の流出防止対策等を

進めているが、これもやはり一部の企業に限られているところである。 

BCPについては、民間企業においてもその策定が進められているところであ

るが、平成 26年２月 18日に一般社団法人日本経済団体連合会が発表した政策

提言「企業間の BCP/BCM連携の強化に向けて」によれば、行政に求められる取

り組みとして、インフラの復旧や各種法規制等の緩和のほか、「中小企業に対

する BCP/BCMの策定支援」、「自治体と企業との連携協定等の締結促進、地域内

の企業間の連携支援、地域 BCPの策定支援」、「業界としての BCP/BCMの策定等

に際し、必要に応じ、政府等が関与・調整」としているところである。 

 

ハード面での対策については、これまでも行政としていくつかの施策を展開

してきている。例えば、国土交通省と経済産業省資源エネルギー庁では、東日

本大震災の教訓を踏まえ、大規模地震発生時におけるコンビナートの防災・減

災を図るとともに、発災後も耐震強化岸壁や石油製品の入出荷設備に至る航路

の機能を維持し、緊急物資輸送や燃料供給を確保するため、連携してコンビナ

ート港湾の強靱化を推進している。具体的には、国土交通省は、税制優遇や無

利子貸付等を通じて民有護岸等の耐震改修の促進により、災害時の航路機能を

維持するとともに、経済産業省資源エネルギー庁では、災害時に石油製品の入

出荷機能を確保するため、補助金による製油所内耐震化支援策を講じている。

しかしながら、上記に代表する行政としての臨海部堤外地の防災能力の向上に
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ついては、地震への対応に限定されており、高潮等へのハード対策については

税制優遇等一部の取り組みに留まっている。 

民間企業においては、企業独自に浸水に備えて護岸の整備・かさ上げ、非常

用電源等の重要施設の浸水対策等を進めている事例は散見されるものの、あく

まで個別企業が独自に対策を講じているものであって、官民含めた地域全体で

の一体的な対策が講じられているとは言いがたい状況にある。 

 

 

５．臨海部堤外地における防災のあり方と進むべき方向性 

我が国は、南海トラフ巨大地震や首都直下地震を始めとする切迫する巨大地

震の発生や、地球温暖化に伴う強い台風の襲来等による災害リスクが国際的に

みても高い国である。また、近年、サプライチェーンの深化により、大規模災

害の影響は拡大するとともに、グローバル競争の激化により、企業の立地国・

地域の選別が厳しくなっている。また、我が国のコンビナートは高度経済成長

期につくられたものが多く、今後老朽化の進行が加速化すると見込まれてい

る。 

このような背景を踏まえると、災害大国の我が国において、国際的な競争環

境を整えるためには、物流・産業が集積する臨海部堤外地において、災害によ

る直接的な被害と間接的な影響を可能な限り低減する取り組みが重要となり、

具体的には臨海部堤外地における防災のあり方と進むべき方向性については、

以下のとおりである。 

 

（１）臨海部堤外地における防災のあり方 

 

① 産業への影響を考慮した防災対策の促進 

臨海部堤外地には、我が国の経済・産業を支える工場や、電力・ガス等の

社会インフラを支える企業が多数立地している状況に鑑みれば、主に民間企

業のみの防災対策に依存してきた堤外地とはいえども、社会全体に与える影

響を考慮し、行政として更なる防災対策への取り組みが求められる。 

特に、グローバル競争の激化のなかで、再編・集約が進む業界について

は、１事業所のシェアが高まる裏返しとして、当該事業所が被災した際の我

が国全体に波及する影響も同時に高まることとなるため、行政主導の下で、

官民連携の防災対策への取り組みを促進すべきである。 

 



 

7 

 

②多数の者が連携した防災対策への移行 

産業の分業化・サプライチェーンの重要性の高まりにより、臨海部堤外地

の１社の被災が、内陸の非被災企業の原材料枯渇を招くなど、我が国全体の

経済・産業に対して、甚大な影響を与えることが懸念される。そのため、一

般社団法人日本経済団体連合会の指摘も踏まえると、単独での防災対策か

ら、行政主導の下で官民・業界の垣根を越えたサプライチェーンに関わる多

数の者が連携した防災対策へ移行すべきである。 

 

③地域協働の下でのハード・ソフトの効果的な連携による災害リスクの低減 

切迫する大規模災害に対して臨海部の企業活動を守るためには事前防災の

視点が重要となる。これまで個々の企業において、災害のおそれがある場合

の工場等施設の緊急停止、危険物の流出防止等のソフト対策や防潮堤の設置

等の一部ハード対策に取り組んできたところであるが、大規模災害発生時に

は、ハードのみ・ソフトのみでは効果が十分に発現できない場合や個々の企

業の取り組みのみでは十分でない場合があり、その結果として地域全体とし

て社会・経済活動を継続することができないことも懸念される。 

そのため、地域内の重複投資の回避や防災対策の協働化等効率的な投資の

観点からも、被災リスクと社会・経済リスクを踏まえたうえで、地域全体で

の官民関係者間において連担した思想のもとでハード・ソフト対策を進める

必要がある。加えて、行政においては世界の趨勢や企業の動向を踏まえた上

で、関係者の合意形成を図りながら、様々な形での支援について検討を行う

べきである。 

 

（２）進むべき方向性 

 

①防災対策に関する官民の意見交換の促進 

これまでに様々な形で臨海部堤外地における防災に関する情報共有が行われ

ているところではあるが、より取り組みを発展させ、地域全体でのハード・ソ

フトの効果的な連携や BCP策定を見据えた官民での意見交換を促進すべきであ

る。その際、堤外地に多種多様な民間企業が多数立地していること、被害想定

やインフラの復旧想定、さらには災害時の行政手続き等を共有する必要がある

ことに鑑み、行政によるコーディネートの下で進めるべきである。また、今

後、全国的取り組みを進めるため、例えば東京湾等においてモデル的な意見交

換の場を設置することも必要である。 

 

②官民での防災情報の積極的共有 
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浸水想定区域図などの被害予測や、潮位等の観測情報について行政から公表

されているが、各企業が防災対策を検討するにあたって有効な情報となってい

るかといった観点から、さらなる対策を講じるべきである。具体的には、民間

企業独自に被害想定を行うことは難しいことから、行政が浸水想定区域図を公

表するにあたっては、浸水範囲のみならず浸水高もあわせて公表し、防災対策

の検討支援を行うこと、さらに、民間企業の設備投資意欲を向上させるため、

発生頻度の低い最悪の事態を想定した浸水想定のみならず、発生頻度の高い事

態を想定した浸水想定を行うこと、浸水想定等の前提となるデータや潮位等の

観測情報を積極的に共有すること等を行うべきである。 

また、行政側が災害の影響をより包括的に検討するため、民間側から可能な

範囲でハード整備の現状/予定や想定リスク等について行政と共有する仕組み

作りを官民連携の下で行う必要がある。 

 

③産業の観点を考慮した港湾 BCPの策定 

経済・産業を守るためには、事前・初動の対応計画に加え、中長期を見据え

た事業継続に関する取り組みの促進が重要であり、上記①で述べたように防災

対策に関する官民の意見交換を行いつつ、地域全体を対象とした事業継続計画

として、産業の観点を考慮した港湾 BCPを策定していくべきである。また、港

湾 BCPの策定で留まることなく、防災訓練の実施等、継続的な取り組みを行

い、関係者の防災意識・能力の向上や、平時からの連絡体制の強化を図るべき

である。 

 

④ソフト施策の早期対応による事前防災の強化・促進 

我が国の経済・産業を支える臨海部堤外地を大規模災害から守るためには、

前述の意見交換等を通じて、地域全体でのハード・ソフトが効果的に連携した

対策を講じることが重要となるが、災害が‘いつ起こるかわからない’ことを

勘案すると、地域全体での防災訓練の実施、コンテナ等の流出防止対策等、で

きることから速やかに強化・促進すべきである。 
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臨海部堤外地における防災のあり方に関する検討会 
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〃 岩永 正嗣 
経済産業省 資源エネルギー庁 資源・燃料部 

石油精製備蓄課長 



堤外地 堤内地

人命
官民で津波避難施設の整備や
避難訓練を実施。

左記の堤外地の対策に加え、
高潮・高波、津波の堤内地への
浸水を防止するよう行政が
主体的に海岸保全施設の
整備等を実施

資産
民間企業が自社の責任で
護岸の整備・かさ上げや、ＢＣＰ策定
等の防災対策を実施。

臨海部堤外地の浸水リスク

○堤内地 ： 高潮・高波、津波の浸水を防止するよう、海岸保全施設の整備を実施。
○堤外地 ： 人命に係る部分は行政側も関与しているが、資産を防護するための取り組みは民間企業に依存。

堤外地 堤内地

海岸保全施設

臨海部の重要性： 経済規模（三大湾の例）

10資料：第一回 新たなステージに対応した防災・減災のあり方に関する懇談会」



○ 鉄鋼は、産業機械、自動車、情報通信機器等の他産業の基盤となる産業。
○ 世界の鉄鋼需要は、景気後退を受けて2009年に大幅減となったが、2010年以降回復。中長期的には、先

進国が伸び悩む中で、新興国への需要シフトが一段と進展。
○ しかし、需要を上回る急激な粗鋼生産能力の向上により、世界の鉄鋼市場は、需給ギャップが生じており、

過剰供給構造となっている。

日本/世界経済や国民生活への影響（鉄鋼）

資料：経済産業省「鉄鋼業の現状と課題（平成27年4月21日）」

■ 各国粗鋼生産量の推移■ 世界の鉄鋼市場におけるギャップ

（百万トン）
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日本/世界経済や国民生活への影響（石油）

○ 石油は国内生活・産業経済の両面から必要不可欠な資源。
○ 東日本大震災では、発生直後には東北の石油供給の拠点となる仙台製油所や塩釜油槽所を始め、太平

洋側の石油基地が操業停止に陥った。
○ 加えて、燃油の需給逼迫という二次的被害は様々な方面に影響を及ぼした。

■ 震災直後の石油供給体制

資料：経済産業省「東日本大震災における石油供給について」

燃油の需給逼迫という二次的被害は様々な方面に
影響を及ぼしている。港湾地区ではガントリークレー
ンやフォークリフトなど荷役用機器に使用する軽油が
枯渇することで荷役作業が停滞する懸念が高まって
おり、場合によっては港頭地区に貨物が滞留する事
態も考えられる。また、成田空港でもトラック事業者の
引き取り頻度が低下しているため、輸入航空貨物が
上屋内に滞貨する事態も生じている（１７日現在）。さ
らに、電力会社が実施している計画停電の影響で、
物流活動がさらに低下することも不安視されている。

カーゴニュース３月２２日号

■ 震災による物流活動への影響



○ 臨海部に立地する主要産業を事業所数別にみると、7割～9割超の事業所が堤外地に存在。
○ 高潮・高波、津波等により操業停止等となった場合、これら業種からの製品を材料とする幅広い産業に

大きな影響を与えることが懸念。

臨海部立地主要産業の堤外地立地比率

＊注：堤外地・堤内地は、事業所立地場所と海岸保全施設（平成16年3月時点）の位置関係より判定。
：平成16年3月以降の埋立地は、全て堤外地と判定。
：事業所敷地が河川・運河に隣接している場合、河川・運河側に海岸保全施設がない場合、堤外地と判定。
：ＬＮＧ基地は、内航船用サテライト基地含む。計画・建設中設備含む。

堤外地 堤内地

12事業所, 

85.7%

2事業所, 

14.3%

製鉄所（高炉）

17事業所, 

73.9%

6事業所, 

26.1%

製油所

13事業所, 

92.9%

1事業所, 7.1%

石油化学

96事業所, 

72.2%

37事業所, 

27.8%

火力発電所

41事業所, 

91.1%

4事業所, 

8.9%

ＬＮＧ基地

○ 石油化学製品の国内需要は、主要な誘導品の最終製品である自動車、建設などの国内生産に大きく左右
される。

○ 今後も最終製品の生産拠点の海外移転が進むことが見込まれ、石油化学製品の国内需要は中長期的に
は減少することが予想されている。

○ また、シェールガス由来の安価な化学製品がアジア市場に流入することに加え、中国において石炭化学の
立ち上がりなどが予想され、我が国石油化学企業を取り巻く環境は更に厳しくなることが見込まれている。
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日本/世界経済や国民生活への影響（石油化学）

出典：経済産業省 石油化学産業の市場構造に関する調査報告

■ 中東の設備能力（エチレン及びエチレン誘導品）■ 主な業種別海外生産比率の推移



製品の供給不足に伴う影響

○ 原油輸入の５０％以上が上位５港で、鉄鉱石輸入の６０％以上が上位７港で占められる。
○ ガソリン、エチレン等の石油化学製品、鉄鋼はこれら港周辺において製造。
○ 自然災害により特定の地域が被災したとしても、当該地域のシェアが大きいため、上記製品の供給不足が生

じ、我が国全体にその影響が波及。
特に石油は千葉・川崎と近接した地域に大きく依存しており、同時被災の危険性がある。

資料：港湾統計

東日本大震災でのサプライチェーンの被災事例

13
資料：「サプライチェーンのＢＣＰ」（2011年7月、三菱総合研究所 古谷俊輔）

◆サプライチェーンの被災の連鎖



日本経済団体連合会による政策提言「企業間のBCP/BCM連携の強化に向けて」

○ 一般社団法人日本経済団体連合会は、２０１４年２月１８日に政策提言「企業間のＢＣＰ／ＢＣＭ連携の強化
に向けて」を公表。

○ 「企業間連携はいまだ途上」であり、①サプライチェーンを構成する企業間、②地域内、③業界内のそれぞれ
の連携の重要性を指摘。

資料：日本経済団体連合会
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資料：日本経済団体連合会

○ 行政に求められる取り組みとして、「ＢＣＰ／ＢＣＭの策定支援」、「リスクコミュニケーションの徹底」、「行政の
有する防災・減災にかかる情報のオープンデータ化の推進」を提言。

日本経済団体連合会による政策提言「企業間のBCP/BCM連携の強化に向けて」



○税制措置（平成２６年度税制改正） ・措置内容 ： 法人税の特例措置（特別償却（２０％））
・対象施設 ： 航路沿いの護岸、岸壁、桟橋

○危険物流出や火災等により市街地にも影響が及ぶ恐れ
○製油所等の被害により燃油供給が麻痺する恐れ
○民有護岸等の損壊により、緊急輸送物資や燃油等を輸送

する船舶の入港が困難になる恐れ

コンビナート港湾における防災上の課題

○緊急物資輸送、燃油供給の確保
○コンビナート及び隣接市街地の安全確保

■国土交通省
-民有護岸等の 耐震改修促進
-港湾ＢＣＰに基づく発災後の迅
速な航路啓開

■資源エネルギー庁
-製油所内の耐震化支援
-入出荷設備改良・増強
-石油供給ＢＣＰに基づく災害時
の燃油供給の確保

資源エネルギー庁

○無利子貸付制度（平成２６年港湾法改正） ・貸 付 率 ： 国：港湾管理者：民間事業者 ＝ ３ ： ３ ： ４
・対象施設 ： 耐震強化岸壁等に至る航路沿いの護岸、岸壁

民有護岸等の改良に対する支援制度

災害発生時の効果

（製油所内の耐震化等）

○税制措置（平成２７年度税制改正） ・措置内容 ： 固定資産税の課税標準の特例措置（５年間２／３）
・対象施設 ： 上記の無利子貸付を受けた施設

コンビナート港湾の強靱化の推進

○国土交通省と資源エネルギー庁は、大規模地震発生時におけるコンビナートの防災・減災を図るとともに、発

災後も耐震強化岸壁や石油製品の入出荷設備に至る航路の機能を維持し、緊急物資輸送や燃油供給を確保

するため、以下の通り、連携し、コンビナート港湾の強靱化に取り組む。

国土交通省は、民有護岸等の耐震改修の促進により、災害時の航路機能を維持。

資源エネルギー庁は、石油製品の災害時入出荷機能強化等により、製油所の災害対応能力を強化。
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